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『学校が「とまった」日』（2021)
中原淳（監修）田中智輝・村松灯・高崎美佐（編著）

2020年の春に起こった新型コロナウイル
ス感染拡大に際して、日本全国の9割近く
の小学校・中学校・高等学校が「臨時休
校」を余儀なくされた。

Ø 「そのとき」、生徒や保護者は何を感じ、
家庭では何が起こっていたのか。

Ø 「そのとき」、学校ではどのような意思
決定がなされ、教員は何を思っていたの
か。

Ø 「そのとき」、NPOをはじめとする支援
者は子どもの生活と学びを支えるために、
どのような教育支援を試みていたのか。
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＊『学校が「とまった」日』（p.20）



質問紙調査の概要（高校生調査）

＊『学校が「とまった」日』（p.28）



質問紙調査の概要（保護者調査）

＊『学校が「とまった」日』（p.28）



＊『学校が「とまった」日』（p.98）



コロナ禍において教員はどのような困難を感じているのか？

1. 学力面

2. ICT対応

3. 授業実践面

4. 児童生徒指導等

5. 教員の業務の負担や精神面

2020年 休校時
最大の課題は、学力保証・進度、
学習者の学習環境およびその格差。

2020年→2021年 増加?
行事・部活動、コミュニケー
ションの困難、不登校・怠学
に関する指導上の懸念。

＊幼保をのぞくいずれの校種でも75%
以上の教員が「困難がある」と回答

＊『「コロナ」から学校教育をリデザインする』（p.26-27）



学び続けることを支えた要因

・学校生活を楽しんでいる
・学校で他者との関係を築けている

①教員とのコミュニケーション
• 「学習時間の確保」にポジティブな影響。
• だが、休校中、教員とのコミュニケーシ
ョンが【十分できている】【できてい
る】と答えた高校生は38%にとどまる。

②学校での受容感
• 「学習時間の確保」「成長実感」「スト
レス反応の抑制」にポジティブな影響。

• 「学校での受容感」とは「学校で他者と
の関係を構築し、学校生活を楽しんでい
るかを示す指標」であり、休校中の状態
というよりは、休校前の状態を含めた学
校への認知を指している。

＊『学校が「とまった」日』（pp.73-81）



「水位の変化」→問題の顕在化

◎ 「コロナ禍において生じた多くの問
題については、それまで水面下に潜
在的に存在していた問題が、「水位
の変化」によって顕在化、露呈した
とみなすことができる」

＊『「コロナ」から学校教育をリデザインする』（p.70）

＊2020年11月のEVRIセミナーにおける丸山恭司氏の問題提起より

問題露呈限界水位＊



＊『「コロナ」から学校教育をリデザインする』（p.70）

「水位の変化」→問題の顕在化

＊2020年11月のEVRIセミナーにおける丸山恭司氏の問題提起より

問題露呈限界水位＊

◎ 「コロナ禍において生じた多くの問
題については、それまで水面下に潜
在的に存在していた問題が、「水位
の変化」によって顕在化、露呈した
とみなすことができる」

⇨「あてはまる」：過半数
『「コロナ」から学校教育をリデザインする』（p.27）

（＊回答は５段階）「新たな学校になるのが望ましいと思う」



学校教育のリデザインに向けて、いま考えておきたいこと

ポスト・コロナの学校教育の構想は、一斉休校やコロナ禍で見
えてきた課題を十分に踏まえたものになっているのか？

コロナ以前からあった構想を前倒しにすることによって、むし
ろコロナ禍で見えてきた課題を置き去りしてしまう危険性はな
いだろうか？

「ポスト・コロナから派生して急速に展開してきたGIGAスクール構想、
個別最適な学びの推進とポスト・コロナの事態が再結合することで、学
校教育のリデザインの圧力が一気に進んできたとみるのが、妥当なとこ
ろだろう。」

＊『「コロナ」から学校教育をリデザインする』（p.6）



１．かねてより存在した課題への着手、コロナ禍における新たな取り組みの
検証
→学術的な研究蓄積をふまえた取り組みと、さらなる検証

２．公共空間のリデザインを含んだ、公教育のリデザインの試み

→どのような社会、どのような教育を希求するのかについての市民的な議論
を基礎とすることで、あらかじめ提示された未来の社会への適応にとどまら
ない教育のリデザインへ。

３．説得のためではなく、議論のためのエビデンスの提示

学校教育のリデザインに向けたポイント



t-tomoki@yamaguchi-u.ac.jp


